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FD(FacultyDevelopment)を 考 え る

一 日本型FDの 問題点と方向性

安 藤 幸 一・

要 旨

FD(FacultyDevelopment)と は、19世 紀初頭の、ハーバー ド大学における有給長期

研究休暇(サ バティカルリーブ)に その起源を求めることができると言われている。こ

れは、大学教員の資質を担保するための研究活動支援と言い換 えることもで きるだろう。

しか し、アメリカでは、第二次大戦後、大学の数が急増 し学生が多様化することに

よって、また、不況により学生数の減少が顕著になると、教員は研究活動にとどまらず、

広 く教育活動、ことに授業におけるプロフェッシ ョナルとしての資質を問われることに

なる。アメ リカにおいては、各職業専門分野の資質は、プロフェッショナル ・ディベ

ロップメン ト(PD)と いう、極めて 自主 ・自律的な活動 によって保証 されて きたが、

大学におけるFDも 、研究活動支援の枠 を超え、このPDの 一環 としてその重要性が認識

され、教育のプロフェッショナルとしての資質向上をめざす集団的自己教育活動 として

の道を歩むことになる。

しか し、90年 代以降、 こうした異 なった社会的 ・教育的環境の中で発達 したFDが 、

日本においては政府主導で 「輸入」され、2007年 にはついに義務化されることになった。

本来、極めて自主的な自己教育活動であったFDが 「義務化」されることは、それ自体

大 きな矛盾である。あえて、 これを 「日本型FD」 とよぶな らば、私たちは、この事態

にどのように対処 した らよいのか、あるいは、むしろ大学改革の好機 として積極的に捉

えることも可能なのではないか、 という思いをこめて記 したものが、 この研究ノー トで

ある。

キ ーワー ド:FD(フ ァ カル テ ィ ・デ ィベ ロ ップ メ ン ト)、PD(プ ロ フェ ッシ ョナル ・

デ ィベ ロ ップメ ン ト)、 大学設 置基準法、授 業研究
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1.ア メ リカ のFD

アメリカ合衆国(以 降アメリカと表記)に おける、FD(FacultyDevelopment)の 歴

史は、1810年 のハーバー ド大学における教員の研究活動のための長期有給休暇(サ バ

ティカル ・リーブ)に その起源を求めることができると言われている。ハーバー ドは、

アメリカ最初の高等教育機関であ り、独立宣言(1776年)、 つ まり合衆国誕生に先立つ

こと140年 前の創立という、「アメリカ」 という国よりも旧い歴史をもつ大学である。こ

うした教員の研究活動支援 こそが、その後100年 以上、1950年 代まで続 くFDの 内実であ

り、それ以外の発想は当時なかった といえるだろう。ただ、研究 ・教育活動 ・思想的自

由を守る目的で、テニュア(Tenure)と 呼ばれる教員の終身在職権 を保障する制度が、

FDを 補完する形で20世 紀初頭 には整備 される。

戦後の社会的安定の中で、1950年 代には大学数が急増 し、同時に大学教授などのアカ

デ ミックな職業が脚光をあびる時代が到来した。 この時代において、初めてFDが 大学

教員の研究活動の向上を、教員 自らが 自主的、組織的に保証する活動 として登場 して く

る。

やがて、60年 代後半か ら、いわゆるベビーブーマーが大量に大学に入学することに

よって、大学の様相は一一変する。単に学生数が急増 した という事実だけではなく、当時

の公民権運動やフリースピーチ運動 と相和 して、大学の 「当事者」 としての様々な教育

改革を要求する学生運動が顕在化するようになるのもこの時代である。

大学の根本的な変革を求める学生の要求は、 日常的な問題、ことに教員の授業運営そ

のものに向け られることも多かった。70年 代 には、多 くの大学で、この要求は、教員の

学生による授業評価 という形で現実の ものになってい く。こうして、 自らが 「評価 され

る」対象 となることに対 して、教員は根本的な発想の転換を否応なく迫 られたのである。

70年 代 にはこうして、それまで教員(研 究者)支 援の役割を果た して きたFDは 、大学

教員による、授業改善を模索するための研究会や公開授業などを中心 とする教育活動へ

と変質 ・発展 していく。 しかし、70年 代終盤か らは景気が落ち込み学生数が減 り、教育

予算も大 きく削減 され、大学の 「冬の時代」が到来する。 しかし、その苦境を脱するた

めに、留学生やNon-TraditionalStudents、 日本でいう社会人学生の受け入れが活発化 し、

多様化する学生に対応するさまざまな教育研究がFD活 動の主眼となってい く。

そ して、この学生の多様性 と大学開放が、結果 として冬の時代 を乗 り切 る力を生みだ

していったのである。90年 代 には、多様化 した学生を学習者である主体 としてとらえ、

それまでの教師主導、知識注入型の授業のあ りかたを大 きく見直すための授業研究活動

が活発化する。教員は、研究者 として一方的に知識 を与える存在か ら、 より良い学習環

境 を整え、学生の学びを保証する教育のプロとしての資質を問われることになるのであ
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る。

筆者は、1987年 から89年 にハワイ大学で、89年 から98年 まではウエスタンオレゴン大

学で教員生活を送ったが、FDは 学部 ・学科を超 えた教育活動 として定着 していた。

定期的な授業研究会や学外研修なども活発に行われていた。ことに記憶に残る研修は、

夏季休暇中に国際教育 に携 わる教員12名 が、メキシコの協定大学 を5泊6日 のスケ

ジュールで訪問し、様々な講習会、教職員との意見交換会、またサマースクールの授業

見学や学生との懇談などを行 ったことである。この研修には、参加教員の10名 が配偶者

とともに参加 してお り、帰国後も家族 ぐるみで交流 を続ける、といった 「副産物」の成

果 も大 きかった。

こうしたFDは 、この例のように専門分野や学科単位で企画提案 し、他の教員に呼び

掛けることが多 く、教員による自主的な自己啓発活動 という側面が強い。学長、学部長

などのア ドミニス トレー ターが全教員に向けて教員研修を企画し、 しかも参加を促すと

い うケースはまれである。基本的に個々の教員は、 自らのFDに 責任 を持ってお り、前

述 したサバティカル ・リーブなどを有効 に使い、一学期間あるいは一年間の有給研究期

間に、海外 を含む学外での研究やフィール ドワークを行 うことが一般化 している。

総 じて、アメリカのFDの 理念 をまとめてみると、以下の3点 を挙げることができる

ように思う。

① 大学教員による自発的な(集 団的)自 己教育活動

② 学生(学 習者)を 教育主体と捉えた授業改善活動

③ 教育のプロフェッショナルとしての大学教員の資質向上

近年、 日本語に訳されることなく急速に広まった 「FD」 と呼ばれる活動に どうして

も違和感 を覚えてしまうのは、おそらくこの理念 と日本の現実との間の不整合性にある

のではないか という思いをもっている。まったく文化的土壌が異なる教育環境の中で培

われたFDが 、その理念や歴史的経緯を正確に理解することなく、形だけの 「輸入」が

行われた結果 とその問題点については後に詳述 したい。

2.プ ロフ ェッシ ョナル ・デ ィベ ロ ップ メ ン ト(PD)

FDと は、大学教員が、教育のプロフェッシ ョナルとしての資質を担保するための活

動であり、アメリカにおいては、教育に限らず、法律、医療、福祉などあ らゆる専 門分

野において行われているプロフェッショナル ・ディベ ロップメン ト(以 下PDと 表記)

の一環 として捉える必要があるだろう。

国家資格 というような、中央政府の権威を使ったシステムが一般的に存在 しないアメ

リカ社会 においては、ある専門分野に所属する人々が、 自らのプロフェッショナルとし
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ての資質を絶 えず向上 させるためのPDは 、必要不可欠な日常的自己教育活動であると

言える。 日本のように、国家資格試験に合格することによって、自らの専門性を認定し

てもらうという制度からは、なかなか理解 しにくいこの発想 を理解するために、国際教

育者の全国組織であるNAFSA全 米国際教育者協会(以 下NAFSAと 表記)の 活動を例 に

挙 げなが ら、アメリカのPD、 そしてその一・環であるFDの 本質に迫ってみたい と思う。

筆者は、ウエスタンオレゴン大学の教員 としての授業の傍 ら、国際教育部ディレクター

として国際交流、留学生ア ドバイジングなどを担当していた関係 で、このNAFSAに 参

加 し、実に多 くのことを学ぶ ことがで きた。(「大手前大学社会文化学部論集」第3号

「アメリカにおける国際教育」参照)

NAFSAで 最 も多 く語 られる言葉の一つは、このプロフェッショナルとい う言葉であ

り、そこには単なる専門家 という以上の自分自身の仕事に誇 りを持った生き方への強い

思いがこめられている。1995年 に作 られた 「NAFSA国 際教育者のプロフェッショナル

資質能力のための覚書」(StatementofProfessionalCompetenciesforInternational

Educators)に よると、プロフェッショナル組織 とは以下のように定義されている。

① その仕事が体系的な一一つの知識に裏打 ちされて遂行されている。

②(会 員制度などにより)会 員を全体的に統括 している。

③ その仕事が社会的に価値のあるものである。

④ プロフェッショナル協会などの形態 を持って組織化されている。

⑤ 倫理綱領を遵守している。

⑥ 一つの機関あるいはヒエラルキー的な制度内においてその仕事が遂行されている。

そ して、NAFSAの 根幹的活動 ともいうべ きPDに ついては、この覚書は以下のような

定義を行っている。

① 個々人が現在の仕事を遂行するに必要な知識や技術を向上させる。

② 個々人の職務遂行の中で、それが現在必要 とする"以 上"の 技術や能力を獲得し

てい く。(""筆 者)

③ 教育機関 としての活動を遂行する教育機関自身の能力をより豊かなものにする。

④ 国際教育分野の活動内容 をより発展 させる。

⑤NAFSAを より効果的なプロフェッショナル組織に育ててい く。

ここには単なる現状 における個人の能力や技術の向上にとどまらず、教育機関や国際

教育分野全体の発展 を見据えたPDの 基本姿勢を見て取ることがで きる。

さてそれでは、 このPDは 具体的にはどの ような形で実現 されているのだろうか。そ

の実際の運営を担 うのが、教育研修委員会(Education&TrainingCommittee)で あ り、

ここでは、様 々なPDプ ログラムを企画する。筆者が活動 していた90年 代 には、具体的

に4つ のプログラムとして実施されていた。その第一は基礎ワークショップ(Foundations
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Workshop)、 第二はプロフェッショナル実務 ワークショップ(ProfessionalPractice

Workshop)、 第三は トレイナー集団(TrainersCorps)、 そして最後にプロフェッショナ

ル到達認定証書プログラム(CertificationofProfessionalAchievement)で ある。

このうちで、特筆すべ きは トレイナー集団であろう。これは、ワークショップを指導

する講師養成プログラム、そしてその講師自身のネッ トワークのことである。各地域か

ら選ばれた講師が全米か ら集まり、共通のカリキュラムのもとに体系的な知識 と指導方

法の研修 を受け、互いの協力体制を作ってい くのである。 ここで研修を受けた講師が中

心 となって、全国のそ して地区大会での上記二種類のワークショップを組織 していく。

こうして全米で共通のテキス トとカリキュラムを使い、全体で確認された共通の基礎知

識が多 くのメンバーのプロフェッショナルとしての仕事の土台作 りに貢献 してい くので

ある。最後のプロフェッショナル到達度証書は、いわば協会内で認定 した、専門性証明

である。前述 したように、国家資格のないシステムにおいては、こうして自らの専 門家

集団によって、厳 しい専門性の審査が実施されている。

しかしこの専門性保証は、実は他の専 門家集団においても共通 にみることがで きる。

た とえば、それは、民間の法律家組織であるBarAssociationが 、それぞれの州のBar

Exam(法 科試験)を 課 し、それに合格することによって、初めて当該州における、法

律家(弁 護士等)と して 「認められる」 というシステムに象徴的に表 されている。実際

には、法科大学院を修了 し学位 をもっていれば、州政府に登録することによって法律家

としての仕事をす ることは不可能ではない。ただ、BarExamに 合格 して認定されてい

ない場合 は、社会的な信用 を得ることはできず、現実問題 として弁護士な どの仕事 はで

きない。

これは、大学認定制度(ア クレディテーション)を 考えると更に明確 に理解す ること

がで きる。新規に大学を設立するためには、基本的に州政府の認可を受ければそれで可

能である。州政府はいわば書類審査をするだけであ り、 日本の文部科学省のように教員

構成や教育内容の細部にまで立ち入ったチェックは行わない。大学の質を保証す るのは、

大学協会による大学認定基準協会 という第三者民間機 関(NPO)で あり、この協会の

厳 しい審査に合格 して初めて大学 としての信用を得 ることができるのである。連邦政府

による学生向けの奨学金なども、このアクレディテーションをパスした大学の学生にの

み、その受給資格が与えられる。そういう意味では、アクレディテーションとは、大学

にとって学生募集の生命線であるともいえる。

しかし、民間の同業者集団による 「身内」の審査 に対する懐疑が、完全に払拭 された

わけではない。そのためにも、専門家組織は、NAFSAの プロフェショナル組織の条件

にもあったように、倫理綱領 を必ず整備 している。この倫理規定をもとに、その実践的

な質を客観的に検証する内的努力を行っているということが重要である。
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さて、NAFSAのPDを ここでまとめてみると、まず、国際教育分野で必要 とされる知

識と経験を、少 しでも多 くの現場で働 く人々が共有できる 「場」としてのファウンデー

ションズ ・ワークショップが整備された。これ らは、全国各地域で行われている様々な

学習会の集大成 として徐 々に完成 していったものであるが、 これも前述 したような全国

的な横のつなが りが密でなければ不可能であったであろう。 この横のつなが りを制度化

したものが、 トレイナー部隊(Trainers'Corps)で ある。

NAFSAに は海外協力平和部隊(PeaceCorps)経 験 のあるメ ンバーが多 く、コア

(Corps)と いう呼び名 もそうしたところか らつけられたもの と思われるが、 この名称

に象徴的に見 ることのできるNAFSAの プロフェッショナルに対す る考え方は、必要 と

されることをその場に実際に行って供給する、 という徹底 した 「現場」主義である。ま

た、一部の専門家を作 り出すのではなく、一人でも多 くのプロ意識をもった仲間をあら

ゆる地域から掘 り起 こすために、予算が足 りずに大会や研修会 などに参加できないメン

バ ーのために援助金制度 を設けてお り、一人で も多 くの人が、PDの 恩恵にあずかるこ

とができるよう心を配っている。 こうして、新 しいメンバーが自分の地域 にいなが ら、

国際教育のプロフェッショナルとして、全国にそして世界につながってい くための土壌

が作 られてい くのである。

さて、国際教育者のプロフェッショナルとしての資質を担保するためのPDに ついて、

NAFSAと いう全米組織を例 にとって、その概観を見てきたが、 ここで大学のFDに もう

一度立ち返ってみたい。

おそらく大学教員のプロフェッショナルとしての自らの資質向上 をめざすFDに とっ

て、もっとも大 きな障害となったのは、大学という高等教育機関が、ここ半世紀ほどの

問に、その機能や社会か ら期待 される役割が大 きく様変わりし、あるいは、その多様化

が、人々にはっきりと見える形で顕在化 したということにあるだろう。

これまで、研究をその唯一主要な仕事 としてきた大学教員にとって、多様化する学生

を対象 とした授業運営や教授法研究を初めとして、生活面での学生支援、学生勧誘、地

域サービス、助成金 申請、学部 ・学科管理等々、多種多様な責務が課されることに対す

る適応は予想以上の障壁であったことは容易に想像できる。 しか し、こうした難関を乗

り越えることがで きたのは、自らの専門領域の 「自治」「自律」の思想が、その文化 に

深 く根付いたアメリカの伝統があるか らではないだろうか。その伝統は、自治体がまず

形成され、大学がその自治をになう市民の養成を目的として創設され、その後、一一番最

後に州の連合体 としての連邦政府(国 家)が 形成 された、 という歴史の中で培われてき

たという事実は重要である。

一方、近代国家が成立することにより、地方自治体 は中央政府主導のもとに管理運営
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され、大 学 は、私 立大学 を含 めて、 中央官僚機構 に完全 に指 導管理 され るとい う歴 史 と

制度 を もつ 日本 におい て、大 学の意識 改革が一 向に進 まないの は、 そ こに根本 的な原 因

が あ るよ うに思 う。次 節で は、FDが 、 こう した歴 史 と制 度 を もつ 日本 に導 入 された経

緯 をた どって みたい。

3.日 本 に 「輸入 」 され たFD

90年 代か ら、アメリカのFD活 動は、全米的なネットワークの構築の中で、更にカナ

ダ、イギリス、オース トラリアなどとの国際的な連携を模索するようになる。 こうした

世界的なFDの 普及の影響を受ける中で、日本では、1998年 に大学審議会答申 「21世紀

の大学像 と今後の改革方策について一競争的個性が輝 く大学一」が公表され、 これを受

けて翌99年 には大学設置基準法が改正 される。設置基準第25条 においては、以下のよう

にFDを 努力義務 として公示 した。

「大学 は、当該大学の授業の内容および方法の改善を図るための組織的な研修及び研

究の実施に努めなければならない。」

これ以前にも、授業改善の必要性を唱える議論が中教審大学部会の議事録に見 ること

はできるが、こうして、明確な設置基準の改正によってFDの 導入が明示された意味は

大 きい。ここか ら、 日本の大学においても、FDと いう言葉が聞かれるようになり、各

大学において、教育研究 ・開発センターなどの設置が加速化する。 しかし、努力義務、

いわば 「ご協力をお願いします。」 といった告知がほとんど無力であることも事実であ

り、ついに2007年 には、再び大学設置基準改正が行われ、FDが 義務化 されることにな

る。これは、2008年 か ら実施 されている現行の大学設置基準の第25条3項 に、以下のよ

うな文言として記 されている。

「大学は、当該大学の授業の内容及び方法の改善を図るための組織的な研修及び研究

を実施するものとする。」

この条項には、義務化 という言葉で記されてはいないが、その意味するところは、99

年の改正文と比較すれば明らかである。

また、その他複数の、文部科学省か らの通達文や議事録に、「FDの義務化」 という言

葉が明記 されている。

ここで、 もう一度アメリカのFDに 立ち返ってその理念 を確認 してみると、 日本で行

われているFDと の様々な相違点が浮かび上がって くる。

そもそ も、アメリカにおけるFDが 、大学教員による自らのプロフェッシ ョナルとし

ての資質を向上 させるために自主的に行って きた自己教育活動であるならば、その理念

は、 日本 に 「輸入」された時点ですでに大きく変質して しまったのである。当然なが ら、
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日本の社会的 ・文化的土壌、そして教育制度が、アメリカのそれと根本的なところで異

なるか らである。

まず、アメリカには、 日本の文部科学省 にあたるような官庁 は存在 しない。 もちろん

連邦政府には教育行政を担当する官僚機構 は存在するが、小 ・中 ・高校や大学の教育内

容 にまで立ち入った 「指導 ・監督」は行っていない。第一一、アメリカには、2校(陸 ・

海軍大学)を 除いて国立大学 も存在 しない。すべて、公立(州 立、郡立)あ るいは私立

である。基本的に公立も私立 もそれぞれの大学が自主的に定めたMission(建 学の理念)

に基づ き、教育活動 をおこなっているのであ り、 自治の精神は徹底 している。また、大

学の資質を保証する機関は、行政ではなく、前述 したように、第三者評価機関である大

学基準協会とい う民間非営利団体(NPO)で ある。

そ うした教育制度の中では、中央政府が教員のFDを 提言 した り、まして義務化する

という発想その ものを理解することさえ難 しいであろう。

さて、それでは、 日本ではFDに ついて どの ような理解が されているのだろうか。

2005年 に公示された中教審答申 「我が国の高等教育の将来像」によると、「FDと は、教

員が授業内容 ・方法 を改善 し向上させるための組織的な取 り組みの総称。その意味する

ところは極めて広範にわたるが、具体的な例としては、教員相互の授業参観の実施、授

業方法についての研究会の開催、新任教員のための研修会の開催 などを挙げることがで

きる。」 と用語解説されている。また、2008年 の 「学士課程教育の構築 に向けて」にお

いては、「FDの定義や内容は、論者によってさまざまであ り、単 に授業内容 ・方法のた

めの改善のための研修 に限らず、広 く教育の改善、更には教育活動、社会貢献、管理運

営 に関わる教員団の職能開発の活動全般 を指すもの として用い られる場合 もある。」 と

いう説明が行われている。

これ らの用語解説にまちがいがあるとは思えないが、 しかしアメリカで使われている

FDと の問に大 きな違和感を感 じてしまうのは、前項で詳述 したように、プロフェシ ョ

ナル ・ディベロップメン トをその基盤 とした社会的 ・文化的土壌がないところへの形だ

けの導入であることが一番の原因であろう。異なった社会で生みだされた教育文化から

学ぶことは可能である。 しかし今、その結果として様々な不適合症状が出てきているこ

とに注意を向ける必要があるのではないだろうか。 この点につき、更に次節で、 日本の

大学の現状の中で近年明 らかになってきている不適合の原因を、その制度的背景および

歴史的経緯の中で探ってみたい。

4.日 本 型FDを 考 え る

90年 代以降、何度 も中教審答申等の課題の一つとして提示 されるFDを 、あえて 「日
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本型FD」 と呼ぶとするならば、これにはい くつかの特徴がある。

まず、中央官庁(文 部科学省)主 導の有識者委員会提案によって導入されたというこ

と、第二には、そのFDが 義務化 されることによって、はじめて大学が本格的に動 き始

めたとい うこと、第三には、大学あるいは個々の教員間のFDに 関する認識がまちまち

であり、あるいはその主旨に関する共通認識が確立されていないこと、である。

しかし、この3点 は実は一つの文脈の中で相互関連 してお り、ある意味、 日本の大学

文化状況を直接的に反映 していることは興味深い。

つい最近まで、教員の任期制度はな く、ひ とたび採用 されれば自動的に永年雇用 と

なった日本の大学においては、アメリカの大学のようにテニュア(終 身在職権)を 獲得

するために、自らの教員 としての資質をたえず向上させ ようとする必要性は、意識上希

薄であったといえる。 しかし、大学生の多様化が進行する中で、学生の受講態度や学力

低下などの問題が顕在化することで授業運営が難 しくなり、授業は研究の障害になると

さえ考える教員が出現する。

実 はこのことは、突出 した大学数を数えるアメリカで も、ことに70年 代以降問題に

なってきたことであ り、少人数制で学生一・人一一人の教育に力 を入れ、教養をきちんと身

につけさせることに主眼をお くリベラルアーツカレッジが、研究に主眼をお く総合(研

究)大 学 と明確な一線を画 して、その重要性が再認識されるようになる。

この、専門分野よりもあえて教養、基礎学力に焦点をあてた授業研究が、FDの 主要

テーマとして浮かび上がって くるのである。非常に狭い領域の専門分野を、その専 門家

である教員が一方的講義形式で伝達する、という旧い意味での大学教育に風穴があき始

めたのである。

日本の大学では、研究こそが大学教員の仕事の主要部分であ り、授業や学生支援 に関

しては、仕方がないか ら行 う 「副業」程度に考えている教員が、今現在で も存在すると

いう現実がある。 ところが、一方では、高校卒業生の52%が 大学進するとい う2009年 の

統計にも明 らかなように、何 を学びたいのか という目標は明確ではないが、 ともか く大

学に行 くことが重要であると考える学生が多数存在するという厳然とした現実がある。

そ して、今、多 くの保護者が大学に求めているものは、大学生として恥ずか しくない最

低限の 「教養」教育と、卒業後きちんと就職させてほ しいという切実な願いである。

つまり、大学が大きく様変わ りしてきたにも関わらず、その現実を直視することなく、

専門分野の研究や学会業績にのみ重 きをおいた教員採用が行われ続けてきた結果、教員

の意識 と学生あるいは保護者の期待するもの との決定的なミスマ ッチがお きてしまった

ということが、現在 日本の大学が抱える問題の根源的な理由である。

アメリカにおいては、上述 したように、かなり早い時期に授業研究が本格化 し、研究

者 としての専門性 と、自らの研究成果 を教材 とした学びの場である授業運営の専門性を
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併せ持つ大学教員像が定着 した。大学教員は、授業に対する学生評価を活用 し、 より良

い授業を生み出 してい く教育のプロフェッショナルとしての意識が高 く、受講態度の悪

い学生についても、「より良い授業を生みだすためのメッセージを教員に発信 している。」

と理解することが普通である。授業が うまくいかないことを、自らの授業改革の動機づ

けにするのではなく、学生に責任転嫁する教員は当然授業評価点が低 く、テニュアを獲

得することもで きずに大学教員 としては脱落してい くのである。

ここで、上述 した文部科学省主導による日本型FDの 特徴 について もう一度振 り返っ

てみたい と思 う。 まず、FDが 中央官庁からの通告で義務化 されることによって、大学

が本格的に動き始めた、という経緯はきわめて日本的である。 しか し、 日本の教育行政

制度の中では、 きわめて自然な事象であ り、あえてこれを批判することはできないであ

ろう。ただ、問題は、FDと いう教育のプロフェッシ ョナルとしての資質保証 という、

極めてアメリカ的な 「自己教育活動」を義務化 したところにある。大学当局 としては、

あわてて外部か らの専門家による講演会や研修などを開催 し、 ともかくこの義務化通達

に応えようとした。その結果、多 くの大学現場では 「FDと は、義務的に出席 しなくて

はならない研修あるいは講演」 といった、非常に皮相的であやまった理解がされたこと

も多かったのではないだろうか。アメリカで始まった、大学教員による自主的で積極的

な集団的自己教育運動 としてのFDは 、その理念 をほとんど理解 されることな く、 日本

全国に普及していくことになったのである。

今、私たちは、そうしたこれまでの経緯 を再確認 し、 日本に普及 し始めたFDの 理念

について、きちんと討議を重ね、共通認識 ・理解をもつことが緊急の課題である。それ

ゆえにこそ、FD活 動 とは、 まず 自らの現場で、教員同士が心を開いて語 り合 うことの

できる 「場」の設定か ら始めるべ きであろう。研修 ・講習会の必要性やテーマ設定は、

その話 し合いの中か ら自ずと出て くるものであり、それこそがFD活 動の本来の姿であ

るはずである。

FD義 務化 という一種 の 「強制」 に対 して、それをむ しろ一つの好機 として、今、大

学や教員が抱 えている様々な問題に対処 してい くこと、それこそを、今後の 日本型FD

の向かうべ き方向性 として設定すべ きであろう。アメリカのFDを そのまま移植するの

ではなく、日本の、そして各大学の文化的土壌になじむ形での導入が、今求め られてい

るのだろうと思 う。それを成 し遂げ られるのは、 日々学生 と向き合っている現場の教員

をおいて他はない。

日本におけるFDと は、大学教員 にとって、今大学が直面 している様々な問題と向き

合い、互いの力を結集し、閉塞的な現状 を打 開してい くために必要不可欠な、唯一す ぐ

に実行できる 「日常活動」なのではないだろうか。
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